
4. 1 耐震設計

4. 1. 1 地震災害と耐震規定の変遷

Cl)建設年代による地厖被害の相違

建築物の耐震設計は、建築基準法に基づいて行われており、その耐震性能は、建築

物が設計された時点の建築基準法と関係している。また、建築基準法の酎震規定は、

地震被害の経験などにより何度か改正がなされ今日に至っている。表4.1. lに耐農規定

の変遷と主な地震被害について示す。

平成7年兵庫県南部地震の震害においても、建築物の被害は、全体的には建設年代

の古い建築物の被害が顕著となっている。図4.1. lに示すように、新日本建築家協会

(J I A)の調査 l)によれば、対象とした229棟の鉄筋コンクリート造建築物のうち、

修復が不可能に近い建築物は、昭和46年以前に竣工した建築物 （調査数76棟）では55

％程度、昭和47年から昭和55年の間に竣工した建築物（調査数53棟）では20％程度、昭

和56年以降に竣工した建築物（調査数103棟）では 5％程度であることが報告されている。
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＜被害レペル》

I ：無被害。良く見ればひぴ割れ
が入っている程度．

n ：壁および柱に亀裂が入ってい
る程度。小規横な補修が必要

なこともある。

II[ ：壁および柱にせん断破壊が生

じ、建物の傾斜も考えられる

N:柱などが崩栞し、延物全体ま

たは一部が倒壊する被害で、

修復は不可能に近い．

全体
(22叫）

昭4辟 以前 昭47~55年 昭56年以降
(73棟） （5頭） （103ft} 

固4.l. 1 鉄筋コンクリート造建築物の建設年代別被害率
（「日経アーキテクチュア」 1)より転載）

建設年代による被害程度が異なる例を、写真4.1. lに示す。本建築物は、阪神電鉄本

線岩屋駅の近くに建設されている事務所ビルであり、付近の木造建築物の倒壊率が30

％以上（震度V1)と判定）の地域にある。建築物は、新館旧館の 2棟からなっており、

エキスパンション間隔は確保されていない。建築物の地震被害は、 1B館では 1階の柱

がせん断破埃 （写真4.l. 2)しており、建築物は閉鎖されている。破壊状況から、柱の

主筋および帯筋に丸鋼が使用されており、帯筋間隔が粗いことが確認される。これよ

り建設年代は、昭和46年以前と推定される。一方、新館は建設年代が不明であるが、

外観からは旧館との衝突跡がみられるだけで、構造的な被害は確認されなかった。ま

た、調査時点 （平成 7年 2月24日）において、建築物は使用されていた。
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写真4.1. 1 4階建て鉄筋Jソクリート造事務所ビル
（神戸市灘区）

写真4.1. 2 旧館柱のせん断破壊

法 規

1920（大 9)

市街地建築物法

1924（大13)

市街地建築物法

の改正

1950（昭25)

建築基準法

1971（昭46)

建築基準法の改

正

表4.1. 1 耐震規定の変遥と地農被害

抵 要

鉛直荷11iの規定を設け、地策荷瓜の
規定はない。

世界初の耐焦規定の導入。

水平窟度 0.2の水平力に対して溝

造物を許容応力度設計。

鉄筋コンクリート造の帯筋間隔の強化。

(30c叫以下から15cm（一部10cm)以下）

耐震計算規定の抜本的な改正．

主な地震

1923（大L2)

関東大地震

(M7. 9) 

L948（昭23)

福井地震

(M7. I) 

1964（昭39)

新潟地震

(M7. 5) 

1968（昭43)

十勝沖地震

(M7. 9) 

1978（昭53)

宮城県沖地禁

(M7. 4) 

l995（平 7)

兵庫県南部地

痕 (M7.2) 
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被 害

・家屋拍失数 576,266戸

・鉄筋コンク9ート造の被宮、小破以上が
全体の 2割、大破以上が 1割弛．

雨痕壁の効果が認識される。

•鉄‘斤造建築物は仮墜などの 2 次部
材や、建築設備に披害が発生。

・家屋損失数 39,111戸

・大和デパートの崩姻注目される。

・家屋損失数 2.250戸

・建物転倒、砂屈の液状化注目。

・家屋損失数 691戸

・鉄筋コンクリート造の柱のせん断破版が

注目される。

・家屋損失数 I,383戸

• t.l1ティー形式の建物、偏心の著しい

建物に被客。

・家屋祖失数 L84,036戸



(2)市街地建築物法

現在の建築基準法の基となったのは、大正 9年 (1920年）に施行された 「市街地建

築物法」である。 「市街地建築物法」は、我か国初の国家レベルの建築法規であり、

鉛直荷重の規定は設けられていたが、地震荷重等の耐震規定は設けられていなかった。

ところが、大正12年 (1923年）9月 1日、マグニチュード7.9の関東大展災が発生し、

建築物の被害は、全壊128.266棟、半壊126.233棟、焼失447,128棟であった 2)。被害率

は、れんが造や石造が最も大きく （被害率8割以上）、次に木造、そして鉄筋コンク

リー ト造と鉄骨造という順になっている。

鉄筋コンクリート造建築物の被害は、東京において、全壊15棟、半壊20棟、大破49

棟、小破74棟、無被害551棟であった。被害率で表すと、小破以上の被害を受けたのは

全体の 2割強であり、大破以上は 1割強である。当時の「市街地建築物法」では、耐

震計算規定はなく、それでも被害が他の構造種別に比ぺて小さいことが、鉄筋コンク

リート造が耐震的であるという評価を高めた。しかしなから、全壊15棟の数字が示す

ように、適切な配慮をしなければ鉄筋コンクリート造の建築物も十分な耐震性を有す

ることができないことも明らかとなった。

鉄骨造建築物の被害は、地震時の変形か大きかったことにより、外壁や間仕切壁な

どの 2次部材に多く発生した。

これらの建築物の被害から、 「耐震設計」の必要性が明らかになり、大正13年 (19

24年）に「市街地建築物法」の改正が行われ、世界で初の耐震規定が設けられた。

この後、 「市街地建築物法」は、戦災による「戦時規格」の制定などを経て、昭和

25年 (1950年） 「建築基準法」の公布へと移行していく。

(3)建築基準法

l)昭和25年 Cl950年）制定

昭和25年に制定された建築基準法の耐震規定は、地震力を震度o.2以上とし、高
さ方向の地震力分布をほぽ一様として、材料の許容応力度に基づく弾性設計により

安全性を確認することとしていた。また、鉄筋コンクリート造建築物の構造規定で

は、柱の帯筋間隔を30cm以下としていた。

耐震規定の基本的な考えは、建築物を剛体と仮定すると、地動加速度200gal程度

を想定していたこととなる。当時も、 200gal以上の地震動が起こり得ることは考え

られていたが、耐展規定を満足していれば、材料の安全率や建築物の耐力余裕によ

り抵抗できると考えられていた。

ところが、昭和43年 (1968年）5月16日、マグニチュード7.9の十勝沖地震が発

生し、青森を中心に北海道南部、東北地方に被害が生じた。建築物の被害は、建物

全壊673棟、半壊3,004棟であり 2)、耐霰性に優れると考えられていた鉄筋コンクリ

ー ト造建築物の柱のせん断破壊などの被害が顕著であった。被害の原因は靭性の不
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足であり、法令や学会規準による柱のせん断補強では地震に対して不十分なことが

実証された。鉄筋コンク リート造建築物の靭性確保の研究が行われ、柱のせん断補

強強化の必要性が明らかになった。

1968年十腺沖地震により｀鉄筋コ

ンクリート造建築物が大きな被害を

受けた．八戸高専では、腰弦・垂れ

壁が付いた短柱にせん断破環が生じ

た。

平成7年兵庫県南部地震において

士1同じ被害が生じている。写真はそ

の被害例で、鉄筋コンクリート造4

階建ての学校建築物の短柱にせん断

破壌が生じている。

~ ● I ● 

写真4.1. 3 短柱のせん断破壊 t、
2)昭和46年 (1971年）改正

贖罰
~. 

t. —• 

l968年十勝沖地震により、昭和46年 (1971年）建築基準法施行令の鉄筋コンクリ

ート造関係規定が改正された。この改正は、鉄筋コンクリート造建築物の柱の帯筋

間隔をそれまでの30cm以下から15cm（柱に接着する壁、梁その他の横架材から上方

または下方に柱の最大径のl.5倍以内の距離にある部分においては10cm)以下とし、

柱の靭性確保を図る（せん断強度の強化）ものであった。

さらに、 1970年代には、電子計算機の発達に伴い地展応答解析技術が進歩し、建

築物の固有周期により建築物に作用する地震力が変化することや、通常の数階建て

の建築物では、地震時の応答加速度（地展力）は、弾性体なら地動の 3~4倍にな

ることもあることかわかった。これは、法令の地震力である震度o.2よりもはるか
に大きな地霞力が加わる可能性を示している。しかし、法令の地震力で設計された

建築物でも、かなり大きな地震動に対しても倒壊することなく、耐えてきたものも

多かった。その理由は「靭性」であり、強度を保ちながら変形する能力であった。
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靭性が大きい建築物では、応答計算で予想される地震力より小さな力に対して設計

されていても、大地震時には塑性域に入ることにより、高いエネルギー吸収能を発

揮して地震動に耐えられる。 一方、靭性が小さい建築物は、塑性域に入ってからの

変形能が小さいため、エネルギー吸収能が低く、大地震に対して脆い破壊をするこ

とになる。

地震力

揮性墳 塑性域

最大強度 最大強度

破壌

靭性

（ねばり）

変形 変形

図4.1. 2 靭性の大きい建築物 図4.I. 3 靭性の小さい建築物

3)昭和56年 (1981年）改正

地震応答解析技術の進歩や十勝沖地展の展害などから、 法令の構造計算法の抜本

的改正が必要となった。建築物の固有周期により設計用地震力を変化させる概念や、

建築物の「強度」だけではなく、 「靭性」などを計算規定に導入することである。

そこで、昭和47年 Cl972年）から 5年をかけ建設省総合技術開発プロジェクト「新

耐震設計法の開発」が行われ、昭和52年 (1977年）3月にその成果が「新耐震設計

法（案）」として発表された。

昭和53年 (1978年）6月12日、マグニチュード7.4の宮城県沖地震が発生 し、仙

台市を中心に、建物全壊651棟、半壊5,450棟の被害を生じた°。 この地震では、上

下階の剛性が著しく異なるピロティー形式の建築物（図4.1. 4)、平面プラン上の

偏心が著しい建築物 （図4.1. 5)、プロ ック塀などに被害が目立った。これらの建

築物は、構造部材の一部が降伏または破塊した場合に、地震エネルギーを十分吸収

することができず、落階等の大きな被害を生じることが確認された。

この地展で、東北大学の 9階建ての建築物で記録された地震動は、 1階床では

259gal、 9階床では1040galであり、 4倍に増幅していることか観測されている。

最終的な施行令改正案が作成され （「新耐震設計法」）、昭和55年 C1980年） 7 

月、政令第196号として官報公布され、昭和56年 (1981年） 6月 1日から施行され

現在に至っている。
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ピロティー形式

全陛均等な変形 1陸に変形が集中

（全陪とも均等な剛性を有する） （1陪の剛性が他の陪に比ぺて小さい）

図4.l. 4 高さ方向の剛性分布と地展時の変形

ねじれ変形が小さい

（偏心量が小さい）

r
 .
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
.
 ，
 

とi
ねじれ変形が過大

（償心量が大きい）

図4.1. 5 偏心量とねじれ変形

ピロティ ー形式とは` 1階の

用途が駐車場や店絹等で耐震壁

がな く、上陛に耐震壁が多い共

同住宅のように、上陪の剛性が

高く（硬I.ヽ） 、下陪の剛性が低

い（軟らかい）建築形式をいう．

ピロティ ー形式の建築物では、

歎らかい階に入力地震動のエネ

ルギーが集中して破壌が進行し、

最終的には落陛等の大被害が生

じる可能性がある．これに比ぺ、

剛性分布の連続性が良I.ヽ 建築物

では、全体が均等に塑性壌に入

リ、入力地震動のエネルギー吸

収能が高い．

達築物の平面計画において、璽

心（重量の中心）と剛心（剛性の

中心）が一致していないと、地震

動によりねじれ振動が生じる．遅

築物は、ねじれ振動によリ 、剛心

から讀も躍れた部材に破頃が始ま

リ、さらに偏心量（重心と剛心の

不一致）が進行的に増大して破頃

に至る．

4. I. 2 現在の耐震設計法

建築基準法の昭和56年 (1981年）の改正は、 「新耐震設計法」といわれるように、

従来の法令に比べ抜本的な改正となっており、構造計算法は、地震応答解析などから

得られる建築物の動的な特性を考慮したものとなっている。また、大地震時において、

建築物に靭性の確保を図ることを規定している。

旧建築基準法では、中地震時についてのみ構造計算を行っていたが、新耐震設計法

では、地震動の強さのレベルを二段階 （中地震時、大地震時）に設定して構造計算を

行い、それぞれの強さのレベルにおける建築物の有する耐震性能の目標を明確にして

いる。

(1)耐震性能

建築物が有するぺき耐震性能の目標を次のようとしている。
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l)中地震動に対する目標

建築物の耐用年限中に数回経験すると想定される中地展動 (80-lOOgal程度、震

度Vの弱）に対して、建築物はほぽ弾性的な挙動を呈し、建築物の機能および財産

の保全を図ることを目標とする。

2)大地震動に対する目標

建築物の耐用年限中に遭遇する可能性のある大地震動 (300-400gal、震度VI)

に対して、建築物は弾塑性的な挙動を呈し、人命の保全を図ることを目標とする。

すなわち、大地震時には、建築物に損倦を生じることを許容する （建築物の機能、

財産の保全を目標としない。 ）が、建築物の崩壊や外装材の脱落などにより人命に

影響が及ぽさないこととしている。

表4.1. 2 想定する地震動と耐震性能の目標

対応する設計法
想定する地震動

酎震性能の目標 基準とする
（再現期間）

地震動の強さ
設計法他

人命、財産とも被害は ・許容応力度設計

中地震動 なく、達築物は再使用 80~100gal ．層間変形角の制限

（耐用年限中に数回） 可能とする。 （震度Vの弱）

違築物に被害は生じて ・剛性率、漏心率の規定

大地震動 ても、建築物の崩填な 300~400gal ・保有水平酎力の確認

（耐用年限中に0~1回） どによる人命の損傷は （震度VI)

生じない。

(2)構造計算の方法

構造計算規定は、地震応答解析技術ならびに展害経験から得られる知見を基に、以

下のような規定が設けられている。

l) 建設地の地盤種別（地盤の硬さにより、硬質・普通・軟弱の 3種としている。）

と建築物の固有周期との関係から、建築物に入力する地震動の影響を変化させる。

2) 建築物の高さ方向に生じる地震動の増幅を考慮して、設計せん断力分布を定めて

いる（図4.1. 6参照）。

3) 中地震時における建築物の変形制限を設けている。

4) 地震時に建築物の局部的な落階等を防止するため、以下の規定が設けられている。

①上下階の剛性分布の連続性の確保 （剛性率の規定）

②ねじれ振動の防止 （偏心率の規定）

5) 耐震性能の目標に対し、 1階での標準層せん断力係数の値を、中地震時ではo.2 
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以上、大地震時では1.0以上とし、それぞれ許容応力度設計 （一次設計という ）な

らびに終局強度設計（二次設計という）を行う。

二次設計では、建築物の保有水平耐力（図4.1. 7)の概念が導入され、保有水平

耐力計算時に部材に作用する応力等により 、部材の「靭性」等級を判定し、大地展

時の目標を確保していることを確認する。

階

8

7

6

5

4

3

2

(1. 82) 

r ー18建築基準法
1 - mimIt法

新耐震設計法における一次設計時層

せん断力と旧建築基準法（昭和56以前）
による設計層せん断力の比較を図に示

す。同図では、各階の重量を100tとし、
階高を一定として算定している．新耐

震設計法では、地震動による建築物の

増幅を考慮しているため、上陛では旧

建築基準法に比ぺ大きくなっている。

（）内は旧建築基準法に対する新耐

震設計法の比を示す．

゜
50 100 150 200 

設計層せん断力(t)

図4.1. 6 設計層せん断力の比較

地震力

保有水平耐力
度強大

ジ

＃
 

③
 

②降伏の進行
・―' 

①彊性限界

変形

図4.1. 7 保有水平耐力の概念

鉄筋コンクリート造骨組に段階的

に地震布重を増加させていくと、始

めは埠性的な挙動（荷重と変形が比

例する．）を呈し、次に骨組に微細

なひび割れが入り剛性が低下する。

さらに布重を増加させていくと、部

材端部に段階的に降伏ヒンジを生じ

最終的に静定構造物となり 、これ以

上耐力が上がらない状態となる。こ

のときの滋度を建築物の保有水平耐

力という。

参考文献
1)日経アーキテクチュア 1995年3月13日号 (No.516)、日経BP社
2)大橋雄二：日本建築構造基準変遷史、 （財）日本建築センター
3)建築物の構造規定、 （財）日本建築センター、 1994年
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4. 2 耐震診断と耐震補強

4. 2. 1 耐震診断

(1)概要

建築物の耐震技術に関する調査研究が積極的に進められてきた中で、既存建築

物の耐震診断に関する研究も数多く進められ、いくつかの耐震診断法が提案され

ている。この中でも、 1 9 7 7年に （財）日本建築防災協会より刊行された「既

存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準・耐展改修設計指針 ・同解説』')

（以下、耐展診断基準、耐震改修設計指針と呼ぶ。）は、現在最も一般的な耐震

診断法として、広く利用されている。なお、 1 9 7 8年に鉄骨造建築物 2)、 19 

8 3年に鉄骨鉄筋コンクリート造建築物 8)について、同様の基準・指針が制定さ

れている。

耐震診断基準では、建物設計時の設計図杏を基に、老朽度やひび割れなど建築

物の現況を調査し、それらを総合的に判断して建築物の耐震性能を数値化 （構造

耐震指標Isを計算）する。構造耐震指標Isが、建築物が立地している地盤の特性

や建物用途による重要度係数等から決定される基準値（耐震判定指標Is o) に満た

ない場合は、耐震性能の低い建築物であると判定される。 このような建築物につ

いては、耐震改修設計指針に基づいて耐震補強を行うことが推奨されている。

既存建築物の耐震診断は、現状では法的に強制されたものではないが、地方自

治体などでは、特に公共建築物を対象として積極的に耐震診断を活用していると

ころもある。

例えば静岡県では、大規模地震対策特別措濫法に基づく地震防災対策強化地域

に指定されていることから、学校などの公共建築物に関しては 40 0 0棟を超え

る鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断を行い、そのうち 40 0棟以上をすでに

補強している 1)。また、静岡県独自の設計指針を持ち、新築建物の構造設計フロ

ーの中に、耐震診断基準による耐震性の確認を組み込んでいる 4) 0 

東京都においては、増改築を行う建築物に対して、耐震診断を行うよう指導さ

れる場合もある。また、耐震診断のパンフレット s)を作成しており、新耐震設計

法により設計されていない昭和 56年以前の建築物や、ピロティ形式など構造上

あまり好ましくない形状の建築物、デパートや学校など人が多数出入りする建築

物等は、耐震診断を受けることを推奨している。

近年の、東海沖地震等の地震予知とも関連して、大地展が発生した場合におけ

る建築物の安全性に対する関心が高まっていたにも関わらず、 一部の地域の行政

局や建築技術者を除いて、耐震診断にはあまり関心が持たれていなかった。しか

し、今回の兵庫県南部地震の発生以来、建築行政各局や建築技術者はもちろん一

般市民まで広く耐箆診断に対する関心か急激に高まっている。
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(2)耐農診断基準による診断方法について

耐震診断基準では、鉄筋コンクリート造建築物および鉄骨鉄筋コンクリート造

建築物の耐震診断に 3種類、鉄骨造建築物の耐震診断に 2種類の診断方法が用意

され、前者は第 1 次診断法 • 第 2 次診断法•第 3 次診断法、後者は 1 次評価法 ・

2次評価法と呼ばれ、次数が上がるほど、より精度の高い判定結果が得られるよ

うになっている。但し、次数の高い診断法は、より多くの建物データ、および診

断日数が必要とされる。

以下に、各診断法の特徴について簡単に述ぺる。

1)鉄筋コンクリート造建築物 1）、 および鉄骨鉄筋コンクリート造建築物 3)

①第 1次診断法

延床面積壁率ならびに柱率より建築物の終局強度を略算し、さらにねじ

れ等の形状的な影響や、材料の劣化等の経年的な影響も略算的に考慮して、

建築物の耐震性を判定する。壁の多い建築物に適した方法で、壁の少ない

建築物に用いると、耐震性が過小評価される傾向にある。

②第 2次診断法

梁の強度は十分大きいとの仮定により、第 1次診断法よりもやや詳細な

略算法により柱ならびに壁の終局強度、破壊形式および靭性能などを求め、

さらに形状的な影響および経年的な影響についても第 1次診断法よりやや

詳細に検討し、建築物の耐震性を判定する。

③第 3次診断法

骨組の降伏形、壁の基礎回転なども考慮して建築物の耐震性を判定する。

最も信頼性の高い診断法である。

2)鉄骨造建築物 2)

① 1次評価法

建築物が吸収し得る全歪エネルギーを略算し、これを地震入カエネルギ

ー と比較するこ とによって建築物の耐震性を判定する。

② 2次評価法

基本的に 1次評価法と同様の手法となるが、建築物の 1次固有周期の計

算やねじれの影署の考慮など、 1次評価法よりも詳細な計算を行う。判定

結果の信頼性は高い。
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(3)当社の耐震診断 ・補強設計フローについて

当社の耐窟診断から補強工事までのフローの概略を、図4.2. lに示す。 1)予備診

断、 2)耐震診断、 3)詳細診断、 4)総合判定、5)補強設計、 6)補強工事の 6段階か

らなっている。

l)予備診断

建築物の耐震診断を行う前段階として、まず予備診断を行う。予備診断では、

簡便な方法により、建築物の耐展性を次の 3種類に分類する。

a. 比較的耐震性のある建築物。

b. 耐震性にやや疑問のある建築物。

C. 耐震性に大いに疑問のある建築物。

以上の結果より、建築物の耐震診断の必要性の有無を判定する。

2)耐展診断

予備診断の結果、耐震診断が必要と判定された建築物については、図4.2. 2の

耐震診断詳細フローに従って、第 1次診断より順次耐震診断を行う。各診断法

で計算された構造耐震指標Isが、 耐展判定指標rs oを各階、各方向共に上回った

時点で、その建築物は耐震診断基準で定められている所定の耐震性を有してい

ると判断し、診断を終了する。

なお、図4.2. 1に耐震診断に必要なデータの種類を示してあるが、設計図書か

不備である場合や、コンクリート等の材料の劣化が著しいと判断される場合は、

建築物の現況に促したデータを得る為に、現地において部材寸法の実測や、材

料強度試験等を行う。但し、原則として、目視によるコンクリ ー トのひび割れ

や不同沈下の有無等の確認は必ず行うこととする。

3)詳細診断

耐震診断結果や建築物の用途等から、より詳細な検討が必要と判定された場

合は、精算法による保有水平耐力の計算や動的解析等を行い、その結果から建

築物の耐震性を判定する。

4)総合判定

酎震診断 ・詳細診断の結果より、耐震補強の要否等を判定する。

5)補強設計

耐震診断・詳細診断の結果より耐震補強の基本方針を設定し、補強設計を行

う。補強設計では、特に建築物の機能に支障が生じないよう考慮する。補強設

計終了後、再度耐震診断を行い、補強後の建築物の耐震性を確認する。
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6)補強工事

補強設計において想定している補強効果が確実に得られる工法で補強工事を

行う。
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•平面図
・立面図

・部材断面

・敷地等建物の現況

・構造形式

•上記データ
・建物重量

・部材配筋
・材料強度

・コンクリー トのひび割れ、中性化の有無

・鉄筋、鉄骨の錆
．溶接、ポルトの状況

・設計時に必要な全てのデータ

解体・新築

・耐震性判定規準

・経済性

・補強工法に対するパックデータ

・建物の機能（採光、法、使い勝手）

・エ期、作業時間
・工事費

図4.2. 1 当社の耐震診断 ・補強設計全体フロー
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耐震診断詳細フロー （鉄筋コンクリート造建築物の場合）
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(4)当社の耐展診断計算システムについて

当社では、大型汎用コンピュータおよびワークステーション上 で稼動する 一 其

構造計算システム ASYSTを開発し、構造設計 業務の効率化を図っている。

ASYSTの構成図を、図4.2. 3に示す。 ASYSTは、 一 貫構造計算システムのみで

なく、構造設計業務をトータルに支援するツールとして多彩な機能を有し、

日本建築防災協会のSPRC委員会によって開発された耐震診断プログラム SCREEN-

Edition2も組み込んでいる。よって、 SCREEN-Edition2と同様に、鉄筋コンクリー

ト造建築物の第 1次診断法および第 2次診断法による耐笈診断の計算が可能であ

（財）

る。

また、 ASYSTの保有耐カサプシステムを用いて、略算法による保有水平耐力

の計算を行うことにより、 SCREE凶 Edition2には組み込まれていない第 3次診断法

による耐展診断の計算もできる。

さらに、精算法（荷重増分法）による保有水平耐力の計算を行うことにより、

詳細診断を行うことが可能である。

その他にも、当社では耐展診断用各種ツールや耐霰診断プログラムを多数用意

しており、 ASYSTでは対応できない部分をサポートしている。

移態認諏サプシステムー

1モデル化サプシステム

梢造函CADシステム
1
次
設
計

構造2次部材計鉢システ

基本荷重サプシステム

i応力解析サプシステム

1部材応カサプシステム

,2次チェックサプシステム

11 耐誤診断システム
;I (SCREEN-Edit i on2) 

断面計算サプシステム

基礎 ・杭計鐸システム

2
次
設
計

各租連携システム 一貫構造計算システム 耐娯診断システム

図4.2. 3 ASYST構成図
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4. 2. 2 耐震補強

耐震診断の結果、構造耐震指標Isが耐展判定指標Is oを下回った場合、建築物の

解体•新築、あるいは耐展補強を行う。ここでは、耐震補強の方法について簡単

に説明する。

(l)補強設計

補強設計においては、耐震診断の結果から、建築物の耐震性能を決定 している

支配的な要因を見極め、・耐震性・施工性 ・建物機能との整合性・経済性など建築

物を総合的に捉えた上で、最も適した補強方法および補強工法を選定する。補強

方法および補強工法の詳細が決定後、補強後の建築物に対 して耐震診断基準によ

り再度耐震診断を行い、補強効果を確認する。

(2)補強工法

建築物の酎震補強には、主として以下のような方法および工法がある。

l)鉄筋コンクリート造建築物および鉄骨鉄筋コンクリート造建築物の補強方法

①壁の増設による補強（図4.2. 4) 

建築物を強度的に補強するのに適し、以下のような方法がある。

・耐力壁の新設。

．既存耐力壁の壁厚の増加。

・開口をふさぐ。

・酬力萱の斬絞による補強

| l 

平

.1l11ロをふさぐことによる論強

図4.2.4 壁の増設による補強例 I)

②袖壁の増設による補強（図4.2. 5) 

既存の柱に、耐力壁としては扱えない程度の小さな壁版を増設し、柱の強

度を改善する方法である。
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図4.2. 5 袖壁の増設による補強例 I)

③柱の補強

既存柱のせん断破壊を防ぎ靭性を高めること、柱の剛性を均等化すること、

柱の曲げ耐力を高めることのいずれか一つ、あるいはその組み合わせにより

建築物の耐震性の向上を図る方法で、以下のような工法かある。

a)柱の靱性を向上させる工法 （図4.2. 6) 

．溶接閉鎖型フープを用いる工法。

．溶接金網を巻く 工法。

・帯鋼板を巻く工法。

・鋼板を巻く工法。

,1- し

’I I’ 
’I l' 
'I’ I' 

,I I', 
,I I, 

, 1 1, 
, 9 9, 

フープ筋
（末嬌郡
溶接）

スリッ トを
阪ける

後打ちコンクリ ート
あるいはモルクル

ー
・溶接閉鎖型フープ筋とコンクリート
あるいはモルタルによる補禎

接金網

〕i認以上

・溶技金網とコ ンクリート
あるいはモルタルによる繍強

轡収縮性モルクル充填

□:：：／グル

・帯鯛板による襴強

版（溶接縫手）

鋼板を巻く繍強

図4.2. 6 柱の靱性を向上させる補強例 1)

b)柱の剛性を掏等化する工法

・腰壁、垂れ壁を除去する。

・腰墜、垂れ墜にスリ ッ トを設ける。

C)柱の曲げ耐力を高める工法 （図4.2. 7) 

．柱断面を増大させる。

内設祁分

図4.2. 7 柱断面を増大

させるエ法 I)
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2)鉄骨構造の補強方法

①部材強度、接合部強度を増加させる補強

建築物を強度的に補強するのに適し、具体的には以下のような方法がある。

．柱や梁にカバープレートを取り付けて強度を高める。

・付加溶接等により接合部の強度を高める。

②耐震要素の増設による補強

①と同じく建築物を強度的に補強するのに適した方法として、筋かいなど

を増設する方法がある。また、パランスよく配僅することにより、建築物の

ねじれ変形を低減でき、 相乗的な効果も期待できる。

③部材の座屈抑止による補強

建築物の靱性を高めるのに適し、具体的には以下のような方法がある。

・フランジにカバープレートを取り付けて幅厚比を小さくし局部座屈を

抑止する。

・梁部材に横補剛材を設け横座屈を抑止する。

く参考文献＞

l)日本建築防災協会：「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐農診断基準 ・改修設

計指針 ・同解説（改訂版）」， 1990

2)日本建築防災協会：「既存鉄骨造建築物の耐震診断基準 ・改修設計指針・同解

説」， 1978

3)日本建築防災協会：「既存鉄骨鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準 ・同

解説」， 1983

4)静岡県都市住宅部建築課：「静岡県建築構造設計指針 ・同解説」，1992

5)束京都都市計画局：「大地震 • あなたの建物は大丈夫ですか （耐展診断パンフ

レット ）」， 1992
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4.3 既設椙泊物の補強・ 補修技術

建築物の主要構造部材である梁、柱、耐磁壁が、地裳により狽侶した場合は、耐震診断を行

い適切に補強 ・補修する必要がある。また、建築物の用途変更や増改築により重盆が増加し、

強度不足が懸念される場合や今後想定される地農動により建築物に要求される耐痰性能の不足

が懸念される場合にも耐震診断を適切に行い、補強 ・補修をする必要がある。

先日発生した兵血県南部地霰により、鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄骨

造、木造と種々の建築物に被害がでたこと等から、拍侶した建築物や耐震性能の不十分な建築

物については補強 ・補修を行うという気運も強くなってきている。事実、静岡県では、駿河湾

を震源とする東海地震に備え、災害時の非難場所として、学校を中心とした公共建築物の耐霰

補強に関する指針を制定して補強工事を実施している。

既存建築物の耐震補強方法には、 1) 梁や柱を被覆補強する方法、 2) 壁板を設ける方法、
3) 袖壁を設ける方法、 4) 壁を増し打ちする方法などがある。建築物の現状の使用性を撮な
わないためには1)の方法が好ましいが、建築物によっては、柱と梁を補強をするだけでは耐震

強度を高めることは難しい場合がある。この場合は、 2),3), 4)のように壁を増設または打ち
増しして補強することが要求される。壁の増設は、彩光性が悪くなることや、使い勝手が不便

になるなどの問題が生じる。また、固定荷重が増え、地盤の支持耐力が不足したり、骨稚に過

大な応力や変形が生じる可能性があるので、適切に処理を行う必要がある。しかし、壁の外構
面や問仕切り壁を耐力壁にすることによって効率良く耐震強度と剛性を高めることも可能であ

り、この工法は実用的である。

そこで、当社では、梁、柱、耐震壁の耐滋

性能を調べる実験やそれらを補強 ・補修した

場合の耐震性能を調べる実験などを 19 7 3 

年頃から開始し数多く行っている（写真4.3.1

参照）。ここでは、種々提案されている補強 ・

補修技術について実験データを基に説明する。

4.3.1 梁のせん翫補強

(1)鋼板接灯による補強方法

写真4.3.1 柱梁接合部実験状況
梁にひぴ割れを生じた場合は、ひび割れ部分をエポキシ樹脂により補修した後、損傷部分に

鋼板をエポキシ樹脂により接着し、補強して十分なせん断耐力を確保できるようにする（以後、

せん断補強） （図4.3.l参照）。 19 7 7年に行った実験では、損傷した梁の側面を鋼板で接若補
強したものは、無損侶の鉄筋コンクリート梁の耐力を上回り、実験では約60％程度の耐力上
昇があったことを確認している。また、無担傷の梁に鋼板補強したものと掛侶のある梁に鋼板

補強したものを比較すると、同等な耐力と変形性能が得られている（図4.3.2参照）。
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1)施工手順

施工は以下に示す手距で行う（図4.3.3参照）。

① 拍偽した梁のひび割れにエポキシ樹脂を注入する（写真4.3.2参照）。

② 担侶部分に、ホールインアンカーで鋼板を仮止めする。

③ エポキシ樹脂を注入する際、洩れないように鋼板の周辺をシールする。

④ エポキシ樹脂を注入して鋼板を梁に接着する。

柱

図4.3.1 補強概念図

無拍伍のものを
鋼板補強
（補強筋なし）

p (t fl 

せん断ひび割れ
の後に鋼板補強
（補強筋なし）

筋 Jンりリート梁
pw=O. 36¾ 

3ンクリートのみの試験体
"=0.0 0% 

6 (mm 

こ 巴
補強鋼板厚さ2.3mm 
補強筋はいれていない

8 0 0 | 4 0 0 | 80 0 | 
＊せん断ひび割れの後に鋼板補強した試験体

図4.3.2 荷重ー変形曲線

濯
閤吋

写真4.3.2 エポキシ邸脂注入1)

①拍低した梁

ひび割れ

／ ~, 
②ひび割れに
エポキシ樹胆を注入 ..... 

ひび割れ

｀ 量
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2)留意事項

①

②

 

③
 

補強鋼板の形状はコ状にする場合もある（図4.3.4参照）。

補強鋼板の浮き ・はがれ防止として、エポキシ樹脂による接着だけではなく巾止めプレー

トまたはポルトなどで補強鋼板を固定するとさらに良い（図4.3.3参照）。

せん断ひび割れが生じている程度の損傷ならばこの補強方法で問題はないと考えられる。

完全にせん断破壊している梁については実験を行っておらず、この種の補強・補しかし、

修の取扱いには注意を要する。

3)実施物件

宿泊施設など ： 5件

（注入材）
（シール材）
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銅板 シール

図4.3.4 鋼板補強の一例（コ形状） 1)
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4.3.2 柱のせん断補強

既存柱のせん断補強は、既存柱の外周部を溶接金網、帯筋、帯鋼板、鋼板等とモルタルで柱

に巻き立てる方法、柱にそで壁を付加する方法や炭素繊維を巻き付け接店して補強する方法等

が提案されている。

以下に、各種の補強方法についてその概要を示すことにする。

(1)繊維補強シー ト張り付けによる方法

この補強方法は既存柱の外周に炭素繊維シートを接着巻き付けしてせん断補強するものであ

る（図4.3.5,写真4.3.3参照）。炭素繊維は引張強度、耐衝撃性等の力学的特性が優れている

だけではなく、溶接金網、帯筋、帯鋼板、鋼板を用いる補強方法に比べ、施工が容易であり

種々の断面形に適用できることや、施工に要する巽用や時間を少なくする利点がある。

1 9 7 8年に行った実験では、炭素繊維シートを巻き付け補強したものは巻き付けないもの

に比べ優れた変形性能を有するように改善できることを実証している（図4.3.6参照）。

写真4.3.3 炭素繊維シートによる補強の実例1)
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1)施工手順

施工は以下に示す手順で行う（図4.3.5参照）。

損傷した柱のひび割れにエポキシ栂脂を注入する。

既存柱にプライマーを塗布する。

エポキシ樹脂を繊維に含浸させる。

既存柱に繊維シートを所定の層数巻き付ける。

モルタルにより表面を仕上げる。

①

②

③

④

⑤

 

梁 梁

P (l fl 

炭素繊維鳩強したもの

炭素繊維惰強しなかったもの

炭素繊維シート

6 (aIll 

図4.3.6 荷重ー変形曲線 図4.3.5 補強概念図
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(2)溶接金網とコンクリート巻き立てによる方法

既存柱の外周を溶接金網で補強した後、コンクリートあるいはモルタルで覆い、せん断補強

するものである（図4.3.7参照）。 19 7 8年に行った実験では、鉄筋コンクリート柱に溶接金網

とモルタルで補強したものは補強しないものに比ぺ優れた変形性能を有するように改善できる

ことを実証している（図4.3.8参照）。

l)施工手順

施工は以下に示す手順で行う。

①剥離したコンクリート部分をはつりとる。

② ひび割れが生じている場合は、ひび割れにエポキシ桐脂の注入を行う。

③ 柱に溶接金網を巻き立て、型枠を立て込む。

④ コンクリートまたはモルタルを打設する。

2)留意事項

①柱に生じたせん断ひび割れはエポキシ樹脂等を注入して十分な補修を行った上で、補強を

する必要がある。

② 完全にせん断破壊じた柱を溶接金網で補強した場合、補強後のせん断耐力計算にあたって

は、補強前の帯筋塁を有効としてせん断耐力を計算したのでは、耐力を過大評価するので、

溶接金網のみの帯筋景によってせん断耐力を評価する。

③柱の曲げ耐力に対して、十分なせん断強度を確保できるように補強を行う。

後打ちJンクリート
あるいはそルクル

溶接金網

P(tf) 

溶接金網により補強したもの

補強しなかったもの
•スリットを設ける

o (mm) 溶接金網とコンクリート
あるいはそ）｝クルによる補強

図4.3.8 荷重ー変形曲線 図4.3.7 補強方法
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3)実施物件 高架橋など： 5件

4)巻き立て補強による応用例（図4.3.9,写真4.3.4参照）

巻き立て補強による応用例として以下のようなものがある。

フープ筋とコンクリートあるいはモルタルによる補強

帯鋼板による補強

①

②

③

 鉄板巻きによる補強

I I 
I I 
I I 
I I 

I I 
9 1 

I I 
I I 
I I 
9,  
I I 

I I 
I I 
I I 

7-7`筋
（末端部溶接）

リットを設ける

① 7ープ筋とコンクリーはあるいは
モルタルによる補強

②帯鋼板による補強

帯鋼板

無収縮性モルり｝ヴ充填

鋼板
（溶接継手）

③鉄板を巻く補強

図4.3.9 巻き立て補強による応用例

・七

写真4.3.4 帯鋼板による補強の実例
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4.3.3 壁の増設による補強

壁増設による一般的な補強工法として、既存骨組の中に鉄筋コンクリート造耐四壁を現場で

増設する工法がある。しかし、後打ち鉄筋コンクリート造耐匹壁（以後、後打ち耐裳壁）によ

る補強は、補強壁の重益が過大となるので、基礎の支持力が不足したり、骨組に生じる応力や

変形状態が大きく変化したり、部材にひび割れ、変形等が生じる可能性もある。そのため、後

打ち耐四壁に比べ軽益にできる鉄骨プレースや鉄板耐磁壁による補強も実用化されている。

そこで、ここでは後打ち耐四壁の増設による補強と鉄骨プレースや鉄板耐祖壁による補強事

例について紹介する。

(1)後打ち耐震壁による補強

既存建築物の骨紐の中の必要とされる部分に、鉄筋コンクリート造耐震壁を現場打ちで増設

し、建築物の耐簗強度と剛性を増して耐霞性を高める工法である。また既存骨維と後打ち耐祖

壁の一体化は、既存骨紐にアンカーを打込み、このダポ効果により行っている（写真4.3.5参照）。

また参考文献 3)に示した実験では、後打ち耐疫壁は、骨組形式が同じ場合、一体打ち耐袈壁

に比べ若干耐力は劣るが、その変形性能は一体打ちとほぽ同様であり、後打ち耐裳壁の補強効

果は実証されている（図4.3.10,写真4.3.6参照）。

写真4.3.5 鉄筋コンクリート後打ち耐槃壁による補強（アンカー打込み） 2)
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1)施工手順

施工は以下に示す手順で行う（図4.3.11参照）。

①骨組内側の全周の壁板打継部の目荒しを行った後、アンカーを打込む。

②アンカー筋、壁筋を組上げた後、型枠を建込む。

③梁下約10cmを残して普通コンクリートを打設する。

④コンクリート上面のレイタンスを除去し、膨張モルタルもしくはエポキシ樹脂を注入する。

p (t f) 一体打ち耐震壁

o (mm) 

図4.3.10 荷重ー変形曲線3)

① 目荒し・アンカー打込み

暴
② 壁筋の11!立て R 3ンク'}-HT殴と膨頚U9且注入

吟

図4.3.11 施工手順

3
 ヽ

ヽ ＇`・.. t ， .. 二． 

゜ -0 

ぞ

;o. . • l 
写真4.3.6 鉄筋コンクリート後打ち耐震壁による補強（最終ひび割れ状況） 2)
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2)留意事項

① 後打ち耐震壁の増設により固定荷重が増加するため、基礎に生じる軸力が基礎の許容支持

力を超えないように検討する。

② 後打ち耐震壁の増設により固定荷重が増加するため、骨維に生じる応力、変形が変化する

ので、それらについても十分検討する必要がある。

③ コンクリート硬化時のプリージングや乾燥収縮による壁と上梁の間の隙間を防止するよう

施工に留意する。

④ 高流動コンクリートは、プリージングは小さいが、乾燥収縮には注意を要する。

(2)その他の補強事例

l)鉄骨プレースによる補強

鉄骨プレースによる補強は、鉄筋コンクリート後打ち耐震壁に比べ軽羹なことから基礎の支

持力の余裕が小さいところでは有効である。また、鉄筋コンクリート補強壁に比べて、一般に

大きな開口を設けることができるなどの特徴がある。以下に鉄骨プレースによる補強事例を示

す（図4.3.12～図4.3.15参照）。

ー1ー11ー
ー
ー
ー
—
_
1〗

1

7

 

平 |
『
温
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図4.3.12 V型鉄骨プレースによる補強4)
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図4.3.14 W型鉄骨プレースによる補強4)
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2)鉄板耐震壁による補強

鉄板耐震壁による補強は、鉄筋コンクリート後打ち耐震壁に比ぺ軽蚕なことから基礎の支持

カの余裕が小さいところでは有効である。また、開口の位置を左右または上下にずらすことも

ある程度可能であり、施工時に搬入しやすいように分割して搬入できるのが特徴である。以下

に鉄板耐震壁による補強事例を示す（図4.3.16,図4.3.17参照）。

ltl晨7ン‘-W●泣9N● lヽ

”'r:凡t16そ””'ープル` ’3

＿千ごh | l g」←—→D

＇し囁炉 1叫

図4.3.16 鉄板による補強（開口有り） 4)

n：_I碑

—―叶
| 

1s!l~o 
1— 上

l_._2堕 戸+
図4.3.17 鉄板による補強（開口無し） 4)
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4.4 耐震 •免震 ・制誤構法

本節では、当社が保有する耐震構法、免震構法、制雲構法について概説する。

耐震構法は中小の地裳動に対しては強度で耐え、大地震動には建築物に塑性化

を許容し、靭性（ねばり）で抵抗する構法である。この構法は、建築物を建設す

る構法としては最も一般的な構法である。ここでは、当社が開発した高層鉄筋コ

ンクリート構法(4.4. 1)と混合構造(4.4.2)の 2つの耐震構法について紹介する。

一方、栢層ゴムで建築物を支持し、建築物の地震応答を低減する免震構法も近

年その技術が確立し、平成7年兵庫県南部地震でもその有効性が確認されている。

当社は既に この技術を保有しており、高減衰積層ゴムを使用した免震建築物を国

内でいちはやく建設している。免震構法については4.4.3で紹介する。

4.4.4では、機械的な装固を建築物に設誼することにより、積極的に建築物の

地震応答を低減する制誤構法について述べる。この構法は、当社が保有している

高層建築物の風応答制御技術と同種の技術であり、現在、梢極的に開発をすすめ

ている構法である。

4.4.5では、最近当社が取り粗んできた鉄筋コンクリート構造物の終局的耐震

性の解明を目的とする破壊実験について紹介する。この実験は、実大 3層の鉄筋

コンクリート構造物を振動実験で破壊させるもので、設計法と動的な破壊メカニ

ズムの関係を明らかにする資重な研究である。

平成7年兵庫県南部地震では、埋め立て地に広範な液状化がみられた。ゆるい

砂地盤や埋め立て地に建つ建築物にとって、液状化対策は重要な課題である。

4.4.6では、当社が独自に開発した液状化対策工法である筒墓礎工法について紹

介する。
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4. 4. 1 高層鉄筋コンクリート構法

(））概要

近年、超高層集合住宅は、建設費を安

価にし、かつ工期短縮を図るため、その

多くが鉄筋コンクリート造（高密鉄筋コ

ンクリート構法：以下、 HiRCという）

により建設されている。当社のHiRC  

として、在来工法によるTHRCシステ

ム（東急建設高隠鉄筋コンクリート棉法）

と、柱および梁部材をプレキャスト化し

たTHRPCシステム（東急建設・東急

工建高恩プレキャスト鉄筋コンクリート

構法）がある。

THRCシステム ・THRPCシステムの概要

適用範囲■階 数：地上20階以上40階達て以下

用 途：共同住宅

構造種別：鉄筋コンクリート造

構造形式 ：純ラーメン構造

使用材料■Jンクリート：設計基準強度240~480kgf/cm' 
鉄筋：主筋 S0390（径D29~041)

憤福強筋詈通鉄筋または

高遠度鉄筋

THRCシステムおよぴTHRPCシステムは、地上20階建てから40階建てに適応

でき、コンクリートには設計基準強度480kgf/cm2、鉄筋には SD390の高強度材料を使

用し、部材断面の縮小化および標準化を図っている。

(tご

図4.4.1THRPCシステムの外観パース
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図4.4. 2にTHRPCシステムのエ法概要を示す。 THRPCシステムは、 HiR

Cの高品質かつ工期短縮を目指し、柱、梁、床をプレキャスト化したもので、主要構

造部のすぺてにプレキャスト部材を用いたものとしては初めて（財）日本建築センター

「高暦鉄筋コンクリート造技術検討委員会」より、その設計 ・施工技術が認められて

いる。

また、 THRCシステムおよびTHRPCシステムでは、地震時における部材の弥

度および靭性の向上を図るため、特に以下のような配筋法を採用している （図4.4. 3)。

①柱および梁のせん断補強筋は、溶接閉鎖型としている。

②外周部の柱には、大きな軸方向力に抵抗させるために芯鉄筋を配筋 している。

③梁主筋の外端部における定着は、 U形定府法としている。

●ヽ霞U形定•o
（ 學目馳エンク 0ーズ鵞•i

（柱）

固4.4. 2 TH RP Cシステムの工法椴要図

せん断補強筋

（溶接閉鎖型）

芯鉄筋
U形定着法

（梁）

図4.4. 3 柱および梁の配筋法
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(2)耐震設計

THRCシステムおよびTHRPCシステムは、鉄筋コンクリ ー ト造による純ラー

メン棉造であり、その酎震設計は、充分な強度と剛性を有しかつ充分な靱性を有する

粘り強い骨組みを得ることを目的としている。そのため想定する地窟動の強さに 2つ

のレベルを設定し、各々のレベルに応じた建築物の耐震性能の目標を以下としている。

①建設サイトにおいて、耐用年限中に 1度以上遵遇する可能性がある地厖動 （レ

ベル 1) に対し、大規模な補修をせずに再使用する程度の損傷に抑えることの

できる構造とする。

②建設サイトにおいて、将来遭遇する可能性のある最強地震動（レベル2) に対

し、地上階の構造部分は、靱性のある全体崩壊機構を保証するとともに、建築

物の層問変形を 1/100以下にとどめるために必要な剛性および耐力を確保する。

耐震設計は、図4.4.4に示す耐震設計フローにしたがい、表4.4.］に示す耐震性判定

基準を満たすことを確認する。

酎震性判定基準 START 

投計用地震層せん断力係数の殺定

部材断面・配筋の註定
表4.4. 1 耐震性判定基準

静
的
2
次
穀
計

動
的
餃
計

.,的非線形浙増載窃紹析

変形・保有水平耐力の確認
且閉する郎材の靭性の確認
を許容しないg印の強度の確認

部材の未降伏の確認 (i9的 1次投計
レペル）

OK 

地震応答店析（賞点系） ＇’

変形の確認
最大応答層せん断力の確認

l OK 
地震応答店析（平面骨組）

変形の確認
降伏する部材の靭性の確認
降伏を許容しない部材の強度の確認

OK 

NC 

―

―

 

悶
1
次
投
計

慎 性 応 ヵ .113 祈

許容応力度の確認
層間 変届角の確認
剛性率． 心率の確認

OK 

NG 

静 (l)晟大屠間変形角
的 1 /200以下
設 (2)断面の応力度

レペル 1 計 許容応力度以下
地震勤時

勤 (1)応答最大層間下変形角
的 1 /200以
設 (2)応答層せん断震力
計 投計用地 屠せん断力以下

(1)保有水平耐力
設変 目標保有水平耐力以上
計形 (2)部材の塑以性率

静 限時 梁は4 下
的 界 降伏を許容する柱

皐紐^  は2以下
計
殷変 (1)部材の耐力余裕度
計形 の確保

レペル2 保時 (2)柱軸力の制限
地震勤時 証

(1)応答叢大層間変形角
1 /100以下

動 (2）層の塑性率は2以下
的 (3)部材の塑性率
,•n. 又 梁は4以下
計 降伏を許容する柱は2以下
(4)部材の耐力余裕度の確保
(5)柱軸力の制限

E
 
z
 

D
 

図4.4. 4 耐震設計フロー
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(3)棉造実験

THRCシステムおよびTHRPCシステムでは、コンクリートには設計甚準強度

480kgf/cずの高強度コンクリートを、鉄筋には SD390（最大径D41)の高強度かつ太径

の鉄筋を使用している。したがって、柱、梁および柱梁接合部について構造実験を行

い、各部材が耐震設計において要求されている描造性能を有していることを確認して

いる。

耐震設計では、レベル2地震動時において靱性のある全体崩壊機構を保証すること

としており、①2階床以上の梁の両端部、②柱の 1階脚部および最上階頭部、③地康

力により引張力を受ける柱の頭部または脚部、に降伏ヒンジが生じることを許容して

いる。そして、降伏ヒンジが生じる部材には強度と靱性を、降伏ヒンジが生じない部

材には強度を要求している。

棉造実験は、降伏ヒンジが生じる部材および降伏ヒンジが生じない部材それぞれに

ついて行っている。表4.4. 2に降伏ヒンジが生じる部材に関する実験の一覧を示す。

図4.4.4、図4.4.5に士型試験体および十型試験体の荷重ー変形曲線を、写真4.4.]、

写真4.4.2に実験状況を示す。 士型試験体は 1~2階の中柱と2階床梁を、十型試験

体は2~3階の中柱と3階床梁をモデル化したものである。土型試験体および十型試

験体の荷重ー変形曲線は、それぞれ層問変形角1/20および1/25まで強度低下がなく、

エネルギー吸収の高い紡錘形の）レープを示している。このことから両試験体は、耐震

設計においてレベル2地震動時に想定している廣間変形角 (1/100)を大きく上回る範

囲で十分な構造性能を有すことが確認できる。

このように、 THRCシステムおよびTHRPCシステムでは、構造実験により、

各部材が耐厖設計において要求されている構造性能を有していること、ならびに想定

以上の地震動に対しても十分な靱性を有する架楳であることを確認している。

表4.4.2 構造実験一覧

構造システム 試験体形状 試験部位 最大層間変形角 最大塑性率

十型 2-3階中柱と 3階梁 1/30 4. 60 

THRCシステム ト型 3-4階外柱と 4階梁 1/20 5. 90 

士型 1-2階中柱と 2階梁 1/30 6.47 

十型 2-3階中柱と 3階梁 1/25 5.64 

THRPCシステム ト型 2-3階外柱と 3階梁 1/25 5. 94 

T型 3階梁 1/25拿 6.67 

＊は部材角

-141-



0梁曲げひびわれ
△梁せん断ひびわれ
▲梁主筋降伏
●柱曲げひびわれ
＊柱主筋降伏

つ
4 (l 

l l•!.ll011'lllO 1/:ill 

40 

-so 

I l'I I I 1/'!.0 RI rad. l 

o(mm) 

80 

図4.4.5 荷重ー変形曲線 (THRCシステム、士型試験体）

写真4.4. 1 実験状況 (THRCシステム、士型試駿体）
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図4.4. 6 荷重ー変形曲線 (THRPCシステム、十型試験体）

8 i 
Q = (P 1 + P 2) /2 
a=(o1+a2>/2 
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tl1.... F・・-

写真4.4.2 実験状況 (THRP  Cシステム、＋型試験体）
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4.4.2 混合構造 （鉄筋コンクリ ー ト柱・鉄骨梁構法）

柱を鉄筋コンクリート造、梁を鉄骨造とした混合構造は、軸圧縮力が卓越する柱材

を圧縮に有利で安価なコンクリートが主体である鉄筋コンクリート部材、曲げモーメ

ントが卓越する梁を引張と圧縮で同等の特性を持ち引張縁での強度確保に有利な鉄骨

部材とした新しい描造である。本構法は、在来の鉄筋コンクリート措造や鉄骨構造と

比較して、力学的のみならず、設計計画・経済性・施工性の多岐に渡り下記のような

利点を有している。

①

②

③

④

⑤

 

⑥ 

材料力学的、強度価格比（経済性）の視点から、合理的な楷造である。

建物重量の軽減がはかれ、基礎の設計に有利である。

架構全体の水平剛性を高めることができる。

大きなスパンを持つ空間を実現できる。

鉄骨梁・デッキプレートの使用により、型枠工事や仮設工事の削減とエ期

短縮が期待できる。

在来工法から、サイクル工程の可能な鉛直部材・水平部材の分離打設工

法、エ期短縮・精度確保に有利なプレキャストエ法まで、現場に応じて多

様な施工法が適用できる。

(I)接合部のせん断実験

鉄筋コンクリート柱・鉄骨梁の混合楷造では、鉄筋コンクリート造と鉄骨造の構造

種別の異なる部材の接合部（柱 ・梁接合部）で応力伝達が十分に行なわれることが必

要であり、十分な強度と靭性が確保できる接合部の開発が本構造の要点である。

当社では、様々な接合部実験（写真4.4.3) を行なった結果、図4.4.7に示すように、

鉄骨梁を鉄筋コンクリート柱に貫通さ

せ、内面に突起（コッター）を設けた鋼

板ふさぎ板で巻いて補強する構法を開発

した。

実験の結果、帯筋による接合部の補強

方法では、梁が全耐力を発揮する前に接

合部が破壊したため、柱梁間での応力伝

達が有効に行なわれず、十分な架構耐力

が確保できず履歴特性はエネルギー吸収

の劣るものとなった（写真4.4.4、 図

4.4.8)。これに対し、本構法で帯筋と同

等の鋼材益の鋼板を用いたものは、梁端

部に塑性ヒンジが形成され、圧縮フラン

コッ

図4.4.7

卜
I R C柱

接合部仕様
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ジが局部座屈するまで接合部は徒全に保たれ、十分な接合部耐力と靭性に富みエネル

ギー吸収能力に優れた腹歴特性が得られた（写哀4.4.5、図4.4.9)。また、鋼板ふさぎ

板内面のコッターは、接合部の一体性を増して柱梁聞の応力伝達を安定させ、エネル

ギー吸収能がより改善された架構特性を得るのに効果的であった。

本構法は、接合部において確実な応力伝達性能を有し、また、耐力や版歴特性の劣

化が少ない耐愛性に優れた構法である。

写真4.4.3 中柱接合部実験
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写真4.4.4 接合部状況（帯筋補強）

梁耐力を発揮する以前に、

リートが剥落し接合部が破壊した。

写真4.4.5

コンク

接合部状況（本構法）

フランジが局部座屈しても、接合部

に損傷は見られない。
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十分な耐力と良好なエネルギー吸収能

力を有する。
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(2)実大架構実験

本構法により 3庖 2スパン （階高： 2.8m、スパン ：5.5m、柱： 55cmX55cm、

BH400X 150) の実物大規模の試験体を製作し、架構として設計通りの挙動が得られる

かを確認するため、全体架構の静的繰り返し載荷実験を実施した （写真4.4.6、

4.4. I 0) 。実験では、復元力特性、塑性変形能、保有耐力、崩壊形等の弾塑性挙動全

般にわたる検討がなされた。

実験の結果、本架構は、接合部が

破壊することなく各柱梁の性能が発

揮され、明確な崩壊形を形成するこ

とができた。 また、その保有耐力は

計算値とほぼ一致した十分なもので

あり、靭性 ・エネルギー吸収能力に

富んだ耐窟性に優れた構造であるこ

とが確認できた。
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写真4.4.6 実大架構実験状況
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4.4.3 免笈構法

免震構法は免裳装置を用いて建築物に入力する地袋動のエネルギーを低減させ、

かつ、減衰させる構法である。現在、日本国内には 70棟以上の免痰建築物が建

設さ れており、 当社においても 1989年に相模原機材センター事務所ピルを建設

（写真4.4.7) し、それ以後 3棟の施工実組がある。そのうち の 1棟は、米国カ

リフォルニア大学 ロサ ンゼルス校の建築物（写真4.4.8、KerckhoffHall)であ

り、既存の耐渓構法を免霞構法に移行する工事を行っている。

相模原機材センター事務所ビルでは種々の実験（写真4.4.9、写真4.4.10)お

よび地震観測を行い、免震効果を確認している。同建築物は鉄筋コンクリート造

3階建て、延ぺ面積255m2で、高減衰積層ゴム 6基で支持されている。建築概要

を表4.4.3に、 1階平面図、断面図、基礎伏図を図4.4. 11～図4.4.13に示す。

表4.4.3 建築物概要

用 途 事務所

建築面積 87m2 

延ぺ面積 255m2 

階 数 3階

構造種別 鉄筋コンクリート造

免舞装置 高減衰肢層ゴム

゜u 
4.“ 

8' 

0
0
5
.
9
 

13~100 

A• 

図4.4.11 一階平面図

S
-

一^^＂iilll B-B'麟illl

◄ .aoo ◄ .100 

ll.1印

図4.4.12 断面図 図4.4.13 基礎伏図
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写真4.4.7
相模原機材センター
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(a)建築物外観

(b)工事状況

写真4.4.8 米国カリフォルニア大学ロサンゼルス校の工事
（耐震構法から免震構法に移行している。 ．）
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写真4.4.9
高減衰栢層ゴム
最大変形確認実験

写真4.4.10
鉛プラグ入り租府ゴム
性能確認実験



本建築物は当初耐霰構法で建設され震度 IIIの地震を観測し、

移行している。免震構法に移行後、震度Wを含む多くの地震を観測し、

その後免策構法に

免疫構法

の有効性を確認している。

図4.4.14に耐震構法時に観測した震度IIIの加速度波形を、図4.4. 15に免展構法

移行後に観測した震度Wの加速度波形を示す。この結果、同建築物では免裳装誼

の効果により、地震時に建築物がゆっくりと揺れていることが確認される。 これ

は、 免震構法の特徴であり、 このことにより建築物に大きな力がかからない仕組

みになっている。
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図4.4.15

図4.4・. 16に建築物の 1階および屋上

と基礎の最大加速度の比で増幅率を示

す。点線が耐震構法で実線が免震構法

の増幅率である。また、太い実線は震

度Wの免震構法の増幅率を表している。

免震構法は免震装蹴から上の構造物が

剛体的に動き、耐震構法時と比較する

と、屋上の最大加速度が 1/2から 1

/5程度に低減されていることが確認
できる。
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4.4.4 制磁構法

制震構法とは、一般に制振装匠と称される装屈を建築物に設四し、地裳時における

建築物の振動を積極的に低減する構法を指す。

代表的な制震構法は、質競をバネとダンパーで支持したシステム (TMD:TunedMass 

Damper)を建築物の頂部に設誼し、この装置により建築物の振動エネルギーを吸収し

建築物の振動応答を低減させるものである。 TMDはその制御の仕方によ って、①受動的

(Passive)②能動的(Active)③ハイプリ ッド (Hybrid)の 3種類に分けることができる。

一般にTMD方式の制振構法では、制振装置の質蔑を建築物の1％程度とし、固有振動数を

建築物の1次固有振動数に同調させて使用する。この場合、装腟の質蔑が大きければ大

きいほど、質星部の振動振幅ストロークが長いほど制震効果は高い。 したがって、高

い制窟効果を得ようとすると制振装置設置のためのスペースが大きくなってくる。

そこで当社では、この問題を解決するため、建築物の一部を制振装誼の質盈として

利用し、かつ振動振幅ストロークの有効利用のためにハイプリッド制御タイプの制霙

構法を提案している。この構法は、 TMMD(TunedMulti Mass Damper)制窟構法といい、

制御力の増大化、制振装置設置の省スペース化が可能である。その概念圏を図4.4.17

に示す。

居住空問

主構造物 主構造物

一般溝造物 TMD構造物 ］ ［ TMMD構造物

図4.4.17 T咄 D制裳構法の概念図
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以下にこの制震構法による試設計を 2例示す。

(1)試設計 1

TMMD制誤構法による高層建築物試設計の概要を図4.4.18に示す。

この試設計例では、現有の高層建築物に梢層ゴム支持の上部建築物を増築する方法

を採用している。図4.4.18に示すように、既存建築部（主建築物）の屋上を制裳層と

し、塔屋周りに 2層 （制震層を含めると 3層）増築する。 本制霰構法では、主建築物

と増築部との問に和層ゴムとダンパーを設ける。

この試設計例の制宗モデルと原設計モデルに対して、レベル 2 （耐用年限中に遺遇

する恐れがある最強の地震動）での地誤応答シミュレーションを行った結果を図4.4.

19に示す。主建築物の塑性率応答が、 TMMD制震モデルの場合は原設計モデルに比べて

小さくなっているか高々同等であるのがわかる。
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図4.4. 18 TMMD制緩構法による試設計 1の概要
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(2)試設計 2

本建築物は、 20階建てのオフィスピルにおいて、最上庖からの 2層部分をTMMDの四

拉部として利用したものであり、この部分は主建築物上に柏層ゴムで支持されている。

この試設計のモデル概要を固4.4.20に示す。

この試設計の制緩構法モデルと装四のない非制震構法モデルに、レベル 1 （最大速

度25kine) とレベル2 （品大速度50kine)の地康動を入力したシミュレーション結果

を図4.4. 21,図4.4.22に示す。この結果から、レペル 1の地裳動を入力したシミュレ

ーションでは本制裳構法が非制霰構法の応答に対して最大層せん断力で30％程度、主

構造頂部での最大層変位星で23％程度小さくな っているのがわかる。またレペル 2の

地緩動入力の結果では、非制裳構法が一部の階で塑性域に入るが、本制裳描法ではす

べての階において弾性域にあり、構造体には大きな損傷を生じていないことがわかる。

主構造及び制振装置の概要

主構造物重択 18 Oti:i l 

一次同布翔期X・ブjf;,J 2.0-1抄

"I(D勇量 (17%) 3 017 l 

孫質凪設骰階 18 lll・Y 

孫‘灯i1tの重i,c<0.4%) 7 2. 2 t 

孫四hl:0)祓哀係数 41HI kgfs/cm 

挺子比x方向 5倍
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図4.4.20 TMMD制策椛法による試設計 2の概要
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昂大層変位 (25kine) 層せん断力 (50kine) 

図4.4.21 試設計2の地霰応答シミュレーション

25cm 
6
 

実線

破線

THHD部

主建築物の頂部

-25cm 

0.0 10.0(scc) 

EL-CENTRO NS (251<nc) 

図4.4.22 変位応答の時刻歴波形

(3)制漿構法模型の振動台実験

一般建築物を想定した10庖のモデルと、最上層から 2層分をTHHDとしたモデルの 2
つの模型を製作して、振動台実咳を行った。振動台実験の模様を写真4.4. 11に示す。
振動台実験で使用した地四動は、 平成 7年兵庫県南部地震の際に神戸海洋気象台で
観測された地震記録である。加振は水平方向と上下方向の 2方向同時加振を行った。
振動台実験の結果、制裳構法模型の応答は、 8層部分の応答で比較すると、非制震
構法模型の応答の 3分の 1程度であり 、 しかも非制漿構法の模型は塑性域まで応答が
達しているのに対し、制震構法模型ではほぽ弾性範囲内におさまっていた。 このこと

はTHHD制震構法の有効性を示すものである。
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写真4.4.11制裳構法校型の振動台実険
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4.4.5 鉄筋コンクリート構造物の破壊実験

当社では、平成3年より科学技術庁防災科学技術研究所、束京大学生産技術研究所と共同で、

鉄筋コンクリート構造物の大地簗時の耐霙性能を把握するために、振動台を使用した動的破壊実

験を行っている。この研究は、防災科学技術研究所の大型振動台上に実物大規模の鉄筋コンクリ

ート構造物を製作し、大地従を再現させ、そのときの構造物の拍傷あるいは破壊状況を観察する

ことによって、耐庭性能を把握すると共に設計法の妥当性を調査・検討するものである。本項で

は、平成5年2月の柱の実験と平成6年3月の3層ラーメン構造の実験について記す。なお、本

研究は平成3年 10月より官民特定共同研究「強縦動による鉄筋コンクリート構造物の破壊に関

する研究」として開始され、平成5年から民間2社が参加して、一官一学三民により平成7年3

月まで行われた。

(1)鉄筋コンクリート造柱の破壊実験

実険は、重品約 lOOtonfの鋼製プロックを6mスバン、内法高さ 2m、35Cm角の鉄筋コンク

リート造柱4本で支えた 1陪の構造物を、地縦波による一方向加振で崩壊させ、その挙動を把握

しようとするものである。せん断補強筋最（帯筋の間隔）の異なる二種類の柱について、 二度の

破壊実験を実施した。固4.4.23

のグレーの塗りつぶし部分が鉄

筋コンクリート造試験体である。

次に、 2種類の柱のそれぞれの

破壊状況を示す。写真4.4.12は、

帯筋間隔が40Cmの柱の試験体

（図4.4.24)に1968年十勝沖地震

八戸港湾記録EW成分を最大加速

度約400gal（原波は約 183galで

八戸市で筵度V)に増幅させて入

力したときの破壊状況である。

固4.4.24 帯筋間際40cmの柱試験体

加霙方向
9 9 

| 6000 l 

図4.4. 23 1層柱試験体立面図

.!• ::;_,ー・・―.^―9.....—- -.~ - -・ -
写真4.4.12 帯筋間陥40cmの柱の破壊状況

-158-



写真4.4. 13は、帯筋間隔が10Cmの柱の試験体（図4.4.25)に1968年十勝沖地旋八戸港湾記録

EW成分を最大加速度約600galに増幅させて入力したときの破壊状況である。

図4.4.25 帯筋間隔 10cmの柱試験体 間隔lo四 の柱の破壊状況

両試険体とも最終破壊形状は、せん断破壊であるが帝筋問際40cmの柱は一方向の力で一瞬の

内に破壊しているのに対して、帯筋問際 10cmの柱の方が地痰の繰り返しの揺れに対して長く支

持能力を発抑していることが見受けられる。図4.4.26および図4.4.27に両者の耐笈性能を計る

目安となる試験休に生じた慣性力（縦軸：tonf) と層間変位（横軸：mm)を表すグラフを示す。こ

れらの図から、両者の地笈に対する最大耐力は約20tonf程度で同様であるが、変形能力は帯筋

間陥 10cmの柱の方が3倍以上あり、じん性能が高いことが確認される。

25.0 

ね°

（一
U

O
I
)(I.~ 

.

.
 

公 0
•100.0 

図4.4.26

・ー75.0 -so.o ・2:5.0 

陪問変位(mm)
0.0 

帯筋間隔40cmの柱の屈歴特性 図4.4.27 帯筋間隔 10cmの柱の履歴特性
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(2)実大3層鉄筋コンクリートラーメン構造の破壊実験

柱の実験と同様に大型振動台上に3層 1スパン6m、階高各層3mの鉄筋コンクリートラーメ

ン構造の試験体を製作し、大地笈動を再現させ、試験体の耐旋性能を調査した。

試験体は、大地裳時には各階の梁端部と 1階柱の脚部で降伏ヒンジが発生し、骨組みの降伏メ

カニズムを形成して、地笈エネルギーを吸収するように設計されている。すなわち、骨組みが最

大強度に達した後、部材のじん

性能により、大地震動に耐える

よう計画されている。このよう

に設計時に予め大地震動に対し

て降伏する部位と降伏の仕方を

計画し、骨組み全体として地震

エネルギーを吸収できるように

設計する方法を終局強度型設計

法と言う。この設計法は、現在

施行されている建築基準法の耐

縦規定を一歩進めたもので、大

地震動に対する建築物の耐笈性

能をより明確にすることができ

る。

写真4.4.14は、1968年十勝沖

地厖八戸港湾記録EW成分を最大

加速度約600gal（最大速度は約

70cm/sec)に増幅させて入力し

たときの破壊状況である。この

ように設計時の想定通りに各階

の梁端部と 1階柱脚部で曲げ破

壊が生じたが、骨組み全体ある

いは一部の階が崩壊することは

なく、じん性に富むねばり強い

挙動を示した。写真4.4.15は、

最上階の梁端部を見上げたとこ

ろであるが、梁の鉄筋が曲げ降

伏し外周部のコンクリートが剥

離している。

写兵 4.4.14 実大3屁試験体の破壊状況

写真 4.4.15 梁端部の破埃状況
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4.4.6 筒甚礎 (ShellYoundalion)工法

(1)概要

19 6 4年新涵地笈の際、地盤の液状化により大きな被害を生じたことから、建築物や

土木構造物に対して、地震に強い基礎が要求されるようになってきている。特に我が

国の大都市や基幹産業の立地する地域は、沿岸の緩い砂地盤に集中して発達している

ため、確実で速やかな対応が切望されている。

筒基礎工法は、図4.4. 2 8に示すように、構造物の直下の地盤を地中壁で枠状に囲み

込んで拘束することにより、常時には大きな支持力が、さらに、地四時には高い耐笈

性、とりわけ緩い砂地盤での液状化防止効果の得られる基礎工法である。

礎

図4.4. 2 8 筒基礎 (ShellFoundation)工法

(2)効果

一般に構造物の基礎には、杭基礎が数多く用いられているが、低簡の構造物に数十

メートルもの長尺な支持杭を採用した場合には大変なコスト高になる。また、地盤沈

下地域では、杭の抜け上がりや埋設管の障害などを生じる可能性もある。

筒基礎工法は、これらの問題を解決した新しい基礎工法である。これまでの模型実

験（写真4.4. I 6)や実地盤での載荷試験の結果、筒基礎は、一般の直接基礎に比ぺて

支持力増加を見込める。また、周辺地盤が液状化しても筒枠の拘束効果によって内部

の土が支持力を失わないため、安定して構造物を支えることが確認されている。

写真4.4. 16 筒基礎の有無の比較実験
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(3)適用性

新潟地誤の際、建物周囲に矢板を打ち込んであった旧新潟市役所（鉄筋コンクリー

ト造、地下 1階地上9階）が、液状化による被害を免れた事例は、筒基礎の有効性を

示すものと考えられている。

筒基礎は、鋼矢板などで簡易に施工できるため、工場のプラント設備や備蓄タンク

などの（図4.4. 2 9)基礎に最適である。これまでに、表4.4. 4に示した実績がある。

また、筒基礎は地盤の拘束効果があるので、既設構造物の耐震性を高める方法として

利用価値がある。

構造物
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図4.4.29 適 用 例

表4,4. 4 筒基礎工法の採用実績（平威7年3月駐）

場 所 対象構造物 筒基礎の規模（翠面、況さ）

1 茂原市 受水槽 4mX4m、H=3.5m 

2 川崎市 機械基礎 5mx5m、H=3m

3 浦和市 マンション 1 OmxtOm 
(RC造3階建l H=6m  
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4.5 実験施設

本節では、建築物の耐震性検証や制裳椙法などの新技術の開発に利用される代

表的な実験施設を紹介する。ここで紹介する実験施設は、 3次元 6自由度振動台、

大型加力実験施設、大型せん断土栖の 3つの施設であり、いずれも最新の技術を

甜入している。

4. 5.1 3次元 6自由度振勁台

建築物の耐震安全性の検討、免笈構法、制震構法等の新技術の開発、地盤の液

状化対策の検討には振動実験が重要な役割を果たす。当社では、 3次元 6自由度

振動台を使用することにより、効率的にこれらのテーマに対処している。

試験体が設限されている振動台を写真4.5. 1に、振動台の基本性能を表4.5. 1に

示す。この振動台は、①最大士50cmの水平方向可動能力がある②水平2方向、上

下方向、各軸に関する回転方向からなる6自由度の制御により 3次元振動を再現で

きる特長がある。前者については、変位振幅が数十cmにもわたる大地店動の再現

や長周期成分を多く含む地震動を受け易い地域に建つ高庖建築物の耐策研究に利

用できる。後者については、構造物の3次元的動的挙動の解明、最近問題とされ

てきている地裳動の上下動成分の構造物や地盤への影響や主に上下動によって支

配される体感振動の研究に利用できる。

写真4.5.1 試験体が設置されている振動台
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表 4.5.1 振動台の基本性能

テープル寸法 4 m X 4m 

試験体搭載重藷 定格 30 tf 最大 50 tf 

x方向 士50 cm 

最大変位 Y方向 士2O cm 

Z方向 土 1O cm 

X方向 1 G 

最大加速度 Y方向 1 G 

Z方向 1. 8 G 

X方向 0 - 3 0 Hz 

加振周波数範囲 Y方向 0 "'5 0 Hz 

Z方向 O,...,,, 5 O Hz 

G ：重力加速度

(980gal) 

平成7年兵廂県南部地震では、 気象庁神戸海洋気象台で地盤レベルでの地四記

録が得られた (2章の図2.1. 9参照）。 当社では、振動台を使ってこの地震記録を

3次元で再現し、地衷時の神戸市における揺れを再現した。そして、この揺れが

どのくらい大きかったのかを体感するために、実際に振動台に人が乗って揺れの

経駿をする実験を行った。写真4.5.2にその時の模様を 示す。 なお、振動台は、

この体感振動実駿のような揺れの強さを知る実験のみでなく、人の揺れに対する

感覚の研究にも使用することができる。
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写真4.5.2 神戸海洋気象台で観測された地霰記録の再現および体感実験
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4.5.2 大型構造物加力施設

大型構造物加力施設では、 実大スケールで建築物や構造部材の加力実験ができ、

最大で実大5層構造物までの実験が可能である。

建築物の耐磁安全性を検証するには、建築物に作用する 力 と変形の関係を知る

ことが基本である。本施設を使用することにより実大スケールの試験体を用いて

この関係を調べることができる。大型構造物加力施設はコンピュータ制御による

油圧ジャッキ群（アクチュエータ）とこれを 支持する邸剛性の大型反力壁、 反カ

床から構成されているが、 概観を写真4.5.3に、その構成と性能を表4.5.2に示す。

写真4.5.3
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表4.5.2 大型構造物加力施設の構成と性能

反力壁寸法 I （幅 x高さ） 1 3 m x 1 8 m 

II 1 0 m X 8m  

反力床寸法 I 15mx20m 

反力床寸法 II 13mx10m 

反力壁の最大曲げモーメント 20,000tf・m 

反力壁の最大せん断力 4,000tf 

最大実験規模 静的 ・疑似動的加力に

よる実大 5屈構造物

静的アクチュエータ 3 0 0 t f 4台

1 5 0 t f 4台

動的アクチュエータ 1 0 0 t f 2台

5 0 t f 1 ムにコ

大型構造物加力施設の特長をまとめて以下 に示す。

①大型反力壁は、高さ 18m、幅13mの規模を有し、実大で 5層構造物の静的あるい

は疑似動的加力実験を行うことができる。

②大型反力壁は最大曲げモーメント 20,000tf・m、最大せん断力4,000tfの性能を

持ち、大規模荷重の加力実験が行える。

③直交方向に2枚の反力壁があり、構造物を2方向から加力する実験が行える。

④150tfおよび300tfの静的アクチュエータと50tfおよびlOOtfの動的アクチュエ

ータ 計 11台を駆使することにより、種々の加カパターンの実験を行う ことがで

きる。

⑤アクチュエータの制御および実験データの計測は、すべて制御室のコンピュ

ータでコントロールされ、安全かつ精度の高い実験が可能である。

⑥地震時挙動を疑似的に再現できるので、構造物あるいは構造部材の耐震性能

をより正確に把握することができる。

以上述べた特長をもつこの施設を利用することにより、信頼性の高い耐窟実証

試験が可能となる。

写真4.5.4に実験の模様を示す。
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写真4.5.4 大型構造物加力施設を使った実験
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4.5.3 大型せん断土梢

飽和したゆるい砂地盤は地窟時に大きな力を受けると液状化し、さまざまな被

害をもたらす。 t夜状化による被害は1964年の新潟地震において注目されるように

なり、平成7年兵庫県南部地裳でも埋め立て地において広範な液状化がみられた。

地盤の液状化は、砂地盤や埋め立て地に建つ建築物にとって、耐租安全性の基本

にかかわる閑題といえる。

大型せん断土楷は、土槽内に模型地盤を製作し、 3次元6自由度振動台を使って

地誤時における地盤の液状化を忠実に再現できる装図である。この装脱は、水平

2次元挙動が可能であり、地袋動の多次元性を考慮した実験、すなわち、より現

実的な地祖動加振に 対する液状化実験を行うことができる。 写真4.5.5に振動台

に設四された大型せん断土槽の概観を示す。

この装囲を使った実験としては次のような実験がある。

①地裳動の多次元性を考慮した液状化メカニズムの解明

②地盤と構造物の動的相互作用に関する模型実験

③液状化対策工法の効果確認の模型実験

いずれも地盤や建築物の耐震性にとって重要なテーマであり、この大型せん断

士楢によって、甚礎から応用まで液状化や地盤緩動を中心にした広範な問題を扱

うことができる。写真4.5.6に液状化対策工法の効果確認実験の様子を示す。

写真4.5.5 大型せん断土槽の概観
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(a)プラスチックポードドレーンエ法の模型実験

(b) クロスドレーンエ法の校型実験

写真4.5.6 大型せん断土楷を用いた液状化対策工法の効果確認実験

-169-




